
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費【令和３年度決算】

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額５６０，９７１千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費 （うち一般財源　３，４７２，３５８千円）

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

1,058,472 495,194 255,660 386 90,000 217,232 障害者自立支援費     　        90,000

107,082 107,082

2,469,753 1,517,021 414,244 19,582 130,000 388,906 私立認定子ども園施設型給付費　 20,000
私立保育所措置委託料 　 　　　110,000

191,752 64,799 45,000 81,953 児童扶養手当　45,000

736,204 544,320 30,591 4,231 157,062

427,567 423,979 3,500 88

266,591 45 98,696 16 120,000 47,834 医療扶助費　　　　　　         80,000
小児市助成医療扶助費　         40,000

5,257,421 3,045,358 799,191 3,500 24,215 385,000 1,000,157

633,477 26,301 13,150 80,971 513,055 介護給付費繰出金　             80,971

290,746 43,835 129,309 117,602

660,011 99,585 577 95,000 464,849 後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金　95,000         

376,002 1,136 264 3,806 370,796

1,960,236 71,272 242,308 0 4,383 175,971 1,466,302

322,928 186,038 1,519 5,016 130,355

14,646 14,000 646

613,927 300,000 313,927

951,501 186,038 1,519 0 319,016 0 444,928

8,169,158 3,302,668 1,043,018 3,500 347,614 560,971 2,911,387

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業等における社会保障施策に要する経費を計上

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上

５６０，９７１千円

８，１６９，１５８千円

事業名 経費
特定財源 一般財源

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

合計


